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第２章 市民の意向 

都市計画マスタープランに市民の意見を反映するため、平成 24 年 12 月から平成 25

年１月にかけて、本市のまちづくりに関するアンケートを実施しました。 

 

■ 調査の概要 

調査地域 姫路市全域 

調査対象 20 歳以上の市民 3,000 名、地区連合自治会長 72 名 

抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出 

調査方法 調査票への記入方式、調査票は郵送による配布・回収 

調査期間 平成 24 年 12 月 25 日（火）から平成 25 年１月 15 日（火）

回収状況 配布数 3,072 通に対し、回収数 1,272 通（回収率 41.4％） 
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（１）居住地域の現状  

● 歩道等の安全・安心や郊外部で生活利便性の満足度が低い 

注 ：グラフの【  】内の値は満足度の評価点 

満足度の評価点＝（満足×２点＋やや満足×１点－やや不満×１点－不満×２点）÷（回答者数－無回答）

■ 地域の住みやすさ 

■ 区域区分別にみた地域の住みやすさ［満足度の評価点］ 

・地域の住みやすさについては、「高齢者や障がい者が安心して通れる歩道等」や「自転

車での通行のしやすさ」など、安全・安心に対する満足度が低くなっています。

・市街化調整区域や都市計画区域外では、安全・安心に加えて、「公共交通」「通勤・通

学」「買物」など日常の生活利便性に対する満足度も低くなっています。 

市街化区域

Ａ, 1.09

Ｂ, 0.66

Ｃ, 0.62

Ｄ, 0.57

Ｅ, 0.18

Ｆ, -0.15

Ｇ, 1.02

Ｈ, 0.87

Ｉ, 0.51

Ｊ, 0.02

Ｋ, 0.04

Ｌ, -0.06

Ｍ, -0.19

Ｎ, -0.71

-2.00 -1.00 0.00 1.00 2.00

市街化調整区域

Ａ, 1.27

Ｂ, 1.14

Ｃ, 1.13

Ｄ, 1.39

Ｅ, 0.25

Ｆ, 0.29

Ｇ, -0.22

Ｈ, -0.34

Ｉ, -0.48

Ｊ, 0.08

Ｋ, 0.19

Ｌ, 0.21

Ｍ, -0.19

Ｎ, -0.81

-2.00 -1.00 0.00 1.00 2.00

都市計画区域外

Ａ, 0.70

Ｂ, 1.19

Ｃ, 1.09

Ｄ, 1.33

Ｅ, -0.18

Ｆ, 0.54

Ｇ, -0.64

Ｈ, -0.82

Ｉ, -1.31

Ｊ, 0.32

Ｋ, -0.33

Ｌ, 0.05

Ｍ, -0.29

Ｎ, -0.96

-2.00 -1.00 0.00 1.00 2.00

Ａ．住宅の日当たりや風通し

Ｂ．騒音、振動、悪臭などの少なさ

Ｃ．風景・まちなみの美しさ

Ｄ．自然環境やまちなかの緑の豊かさ

Ｅ．公園・緑地の利用しやすさ

Ｆ．海、河川、水路などのきれいささ

Ｇ．食料品や日用品など買物の便利さ

Ｈ．通勤・通学の便利さ

Ｉ．鉄道、路線バスなど公共交通の便利さ

Ｊ．道路での渋滞のない移動

Ｋ．地震、火災、水害などに対する安全性

Ｌ．生活道路の安全性

Ｍ．自転車での通行のしやすさ

Ｎ．高齢者や障がい者が安心して通れる歩道等

46.1

37.3

31.3

23.4

34.5

29.3

17.2

22.8

13.1

9.6

9.2

9.6

9.1

31.4

31.8

39.5

49.7

32.7

32.4

35.2

29.6

36.0

38.7

39.5

38.8

32.0

19.0

13.4

19.0

19.6

18.9

16.8

20.8

29.7

23.9

34.0

35.8

32.4

34.3

37.3

43.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ．住宅の日当たりや風通し【1.06】

Ｂ．騒音、振動、悪臭などの少なさ【0.78】

Ｄ．自然環境やまちなかの緑の豊かさ【0.78】

Ｃ．風景・まちなみの美しさ【0.75】

Ｇ．食料品や日用品など買物の便利さ【0.64】

Ｈ．通勤・通学の便利さ【0.50】

Ｅ．公園・緑地の利用しやすさ【0.15】

Ｉ．鉄道、路線バスなど公共交通の便利さ【0.14】

Ｊ．道路での渋滞のない移動【0.07】

Ｋ．地震、火災、水害などに対する安全性【0.01】

Ｆ．海、河川、水路などのきれいさ【-0.01】

Ｌ．生活道路の安全性【-0.02】

Ｍ．自転車での通行のしやすさ【-0.21】

Ｎ．高齢者や障がい者が安心して通れる歩道等【-0.76】

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答

4.5

6.6

4.4

3.0

11.9

11.6

13.0

4.6

5.3

5.2

5.0

4.0

5.9

4.9

4.7

6.0

5.2

5.9

4.5

5.0

4.3

18.9

10.9

10.8

13.1

12.9

16.6

28.64.6
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● 管理水準の低下した土地利用の増加が顕在化 

■ 地域の土地利用の課題や問題点 

■ 老朽建物への対応（マンション等の堅牢な建物） 

■ 老朽建物への対応（戸建て空き家・廃屋） 

・地域の土地利用の問題点については、「耕作放棄地」「放置空き家」の増加など管理水

準の低下の問題が顕在化しつつあります。

・「日常生活に必要な施設の不足」「自動車交通量の増加や渋滞の発生」など、生活の不

便さや自動車交通の問題が指摘されています。 

・老朽建物への対応については、「所有者の責任と費用で対応すべき」という意見と、

「建替えを支援すべき」「費用を助成すべき」など市の支援を求める意見に大きく分

かれています。 

27.7

26.7

26.2

22.3

20.4

17.9

12.6

8.8

7.0

7.0

3.5

17.6

0 10 20 30 40 50

担い手のない耕作放棄地の増加

日常生活のための店舗やサービス施設が不足

放置され老朽化した空き家の増加（空き店舗
・工場を含む）

住宅開発や店舗等の立地による自動車交通量
の増加や渋滞の発生

手入れの行われていない山林や原野の増加

無秩序な農地の宅地化が進展

開発により豊かな自然環境が喪失

資材置き場や空き地の増加

マンションなどの高い建物による日当たりや
風通しの悪化

工場の操業による騒音・振動・悪臭等の発生

その他

特に問題はない

（％）

42.8

39.3

11.0

1.0

5.9

0 10 20 30 40 50

個人の所有物なので、管理組合など所有者の
責任と費用で対応すべき

市が住民の合意形成や技術的なアドバイス等
を行い、建替えの支援をすべき

建替え・改修に要する費用を市が助成すべき

その他

無回答

（％）

40.0

35.1

18.3

1.6

5.0

0 10 20 30 40 50

個人の所有物なので、所有者の責任と費用で
対応すべき

解体・撤去に要する費用を市が助成すべき

危険な建物は市の費用で強制的に撤去すべき

その他

無回答

（％）



36

第
２
章
市
民
の
意
向

第２章 市民の意向

36

● 日常生活の交通手段は自家用車と自転車、都心部へは公共交通の利用が多い 

■ 地域別にみた都心部までの主な交通手段［上位２項目］ 

■ 買物、通勤・通学、通院など日常生活の主な交通手段 

■ 都心部までの主な交通手段 

中部第一 路線バス等 ：55.2% 自転車 ：45.8%

中部第二 路線バス等 ：54.5% 自家用車（自分が運転） ：42.1%

北部 路線バス等 ：56.3% 自家用車（自分が運転） ：52.7%

東部 自家用車（自分が運転） ：55.4% 鉄道 ：33.7%

灘 鉄道 ：65.3% 自家用車（自分が運転） ：59.4%

飾磨 鉄道 ：62.9% 自家用車（自分が運転） ：51.6%

%1.16：畑広

網干 鉄道 ：76.1% 自家用車（自分が運転） ：57.8%

西部 路線バス等 ：69.4% 自家用車（自分が運転） ：62.4%

家島 旅客船 ：85.7% 路線バス等 ：53.6%

安富 自家用車（自分が運転） ：58.5% 路線バス等 ：56.6%

夢前 自家用車（自分が運転） ：62.7% 路線バス等 ：58.7%

香寺 鉄道 ：77.0% 自家用車（自分が運転） ：71.6%

位２位１

鉄道、自家用車（自分が運転）

・日常生活の主な交通手段については、自分又は家族等が運転する「自家用車」の割合

が高く、生活に不可欠な交通手段となっています。

・「自転車」の割合も高く、身近で手軽な交通手段として定着しています。 

・都心部への主な交通手段については、「自家用車」の割合が高いものの、「鉄道」「路線

バス等」など公共交通の割合も比較的高くなっています。臨海部等では「鉄道」、そ

の他の地域では「路線バス等」が上位を占めています。 

56.8

39.3

29.9

20.0

18.2

5.3

5.1

1.4

0.3

0 10 20 30 40 50 60 70

自家用車（自分が運転）

自転車

自家用車（家族などが運転）

路線バス・コミュニティバス

鉄道

タクシー

原付・バイク

旅客船

その他

（％）

52.4

38.4

37.9

27.8

14.3

4.8

3.1

2.3

1.9

0.1

0 10 20 30 40 50 60 70

自家用車（自分が運転）

鉄道

路線バス・コミュニティバス

自家用車（家族などが運転）

自転車

タクシー

徒歩のみ

原付・バイク

旅客船

その他

（％）
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（２）今後のまちづくり  

● 今後のまちづくりは、災害に対する安全性の向上や日常生活の利便性の向上を重視 

■ 今後のまちづくりにおける重点的な取組 

■ 区域区分別にみた今後のまちづくりにおける重点的な取組 

・今後のまちづくりについては、「火災や自然災害に対する安全性の向上」「買い物など

日常生活の利便性の向上」「公共交通の充実」に重点的な取組が必要との意見が多く

なっています。 

・市街化調整区域と都市計画区域外では、「買い物など日常生活の利便性の向上」が最も

重視されています。  

49.2

42.7

36.4

29.7

29.3

22.2

18.0

13.6

8.6

2.4

3.3

0 10 20 30 40 50

火災や自然災害に対する安全性の向上

買い物など日常生活の利便性の向上

公共交通の充実（バリアフリー含む）

教育・文化の振興や健康づくり

駅前、支所周辺等の地域拠点の活性化

良好な景観（風景・景色）の形成

製造業・地場産業の振興

省エネルギー・環境負荷の低減

農林水産業の振興

港の活性化、港湾整備の取組

その他

（％）

市街化区域

50.7

37.6

36.6

31.2

31.6

24.8

17.3

15.6

5.2

2.4

3.7

0 10 20 30 40 50 60 70

火災や自然災害に対する安全性の向上

買い物など日常生活の利便性の向上

公共交通の充実（バリアフリー含む）

教育・文化の振興や健康づくり

駅前、支所周辺等の地域拠点の活性化

良好な景観（風景・景色）の形成

製造業・地場産業の振興

省エネルギー・環境負荷の低減

農林水産業の振興

港の活性化、港湾整備の取組

その他

（％）

市街化調整区域

47.9

53.8

34.3

30.2

35.5

14.2

21.9

8.9

16.0

1.2

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

火災や自然災害に対する安全性の向上

買い物など日常生活の利便性の向上

公共交通の充実（バリアフリー含む）

教育・文化の振興や健康づくり

駅前、支所周辺等の地域拠点の活性化

良好な景観（風景・景色）の形成

製造業・地場産業の振興

省エネルギー・環境負荷の低減

農林水産業の振興

港の活性化、港湾整備の取組

その他

都市計画区域外

44.2

60.3

39.1

20.5

9.6

17.9

17.9

6.4

22.4

4.5

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

火災や自然災害に対する安全性の向上

買い物など日常生活の利便性の向上

公共交通の充実（バリアフリー含む）

教育・文化の振興や健康づくり

駅前、支所周辺等の地域拠点の活性化

良好な景観（風景・景色）の形成

製造業・地場産業の振興

省エネルギー・環境負荷の低減

農林水産業の振興

港の活性化、港湾整備の取組

その他
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・地域の拠点に必要な施設については、「日常生活に必要な店舗・サービス施設」が特に

多く、いずれの地域でも日常の生活拠点として利便性の向上が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 未整備の都市計画施設（道路、公園）の適切な見直しが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 地域の拠点（鉄道駅や支所・地域事務所周辺）に必要な施設 

■ 道路に期待する役割 

■ 長い間整備に着手されていない都市計画施設（道路、公園）の整備のあり方 

・長期にわたり未整備の都市計画施設（道路、公園）については、「将来必要なものは計

画どおり整備を進め、その他は廃止する」の割合が特に高く、適切な見直しを行い、よ

り効率的な整備を進めることが求められています。 

・道路の役割については、渋滞の少ない移動や安全で緑豊かな道路空間づくりを期待する

意見が比較的多くなっています。 

40.3

27.8

26.9

22.4

21.5

20.6

16.5

15.6

10.6

6.9

6.8

2.7

10.9

0.9

0 10 20 30 40 50

日常生活に必要な店舗・サービス施設

公園・広場などのオープンスペース

病院や診療所

駐車場や駐輪場

趣味や文化活動の場

老人福祉施設

保育所など子育て支援施設

デイサービスなど在宅介護施設

レストランや居酒屋などの飲食店

百貨店や大規模ショッピングセンター

映画館などの娯楽施設

旅館・ホテルなどの宿泊施設

特にない

その他

（％）

59.6

20.0

5.8

4.6

6.6

1.0

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70

将来必要なものは計画どおり整備を進め、
その他は廃止する

今後長期間にわたり整備できる見込みがない
ものは計画を廃止し、その他は整備を進める

計画されたものはすべて整備を進める

短期的な整備の見通しが立っているものを
除いて計画を廃止する

わからない

その他

無回答

（％）

29.2

27.8

20.5

16.9

3.1

2.6

0 10 20 30 40 50

渋滞を少なくし、人やモノの移動時間
を短縮すること

歩道や街路樹などにより、安全で緑豊
かな道路空間をつくること

災害時の避難路や支援物資の輸送路を
確保すること

住宅地を通り抜ける交通を無くし、　
良好な居住環境を確保すること

その他

無回答

（％）
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● 大切にしたい景観は歴史・文化と住宅地、自然の景観 

■ 地域にふさわしい景観を形成するために重要なもの 

■ 美しいまちなみを形成するための景観規制のあり方（市全域） 

■ 美しいまちなみを形成するための景観規制のあり方（姫路城や大手前通り周辺）

・地域にふさわしい景観を形成するためには、「歴史文化的景観」「住宅地の景観」「自然景

観」など、それぞれの地域の特性や資源を生かすことが重要と考えられています。 

・美しいまちなみを形成するためには、「全市的な規制」又は「地区を定めた規制」によ

り、建物の高さや色彩、看板の大きさ等を制限することが必要と考えられています。

・姫路城や大手前通り周辺の中心市街地では、「城への眺望等を守るため、地区を定めて」

と「城を中心に広い範囲で」をあわせ、約88％の人は景観規制が必要と考えられてい

ます。 

39.2

36.6

27.9

23.6

22.6

16.1

1.0

0 10 20 30 40 50

城・社寺・史跡・歴史的町並みなど歴史文化的景観

ゆとりやうるおいのある住宅地の景観

山並みや海浜・島しょ、河川などの自然景観

姫路市又は地域の顔となる鉄道駅前の景観

周辺と調和した看板の設置など道路沿道の景観

自然と人々の営みで形づくられた農山漁村の景観

その他

（％）

54.6

33.6

7.8

0.9

3.0

0 10 20 30 40 50 60 70

城への眺望等を守るため、地区を定めて制限すべき

城を中心に都心部の広い範囲で制限すべき

中心市街地の活性化のためには、規制すべきではない

その他

無回答

（％）

43.8

42.8

8.7

1.1

3.5

0 10 20 30 40 50

特に景観を保全・創出する地区を定め、規制すべき

全市的に一定の規制を行うべき

個人の所有物なので規制や制限はすべきではない

その他

無回答

（％）
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● 環境負荷の低減は交通環境の改善、人や自転車が通りやすい道路整備に高いニーズ

■ 環境負荷に配慮したまちづくりを進める上で必要な取組 

■ 地域で整備が必要な道路 

・環境負荷の少ないまちづくりを進めるためには、「自転車道や駐輪場等の整備」「公共

交通の利便性の向上」など、自転車や公共交通の利用環境の改善に向けた取組が求めら

れています。 

・地域で整備が必要な道路については、「人や自転車が通りやすい道路」の割合が特に高

く、いずれの地域でも身近で安全な道路の整備が求められています。 

51.9

47.5

43.9

32.9

28.5

18.6

17.1

7.5

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70

安全で快適な自転車道や駐輪場等を整備する

鉄道やバスなど公共交通の利便性を高める

交通渋滞を減らす幹線道路の整備を進める

公園緑地の整備や建物敷地内の緑化を進める

可燃ごみや下水汚泥の焼却廃熱等を活用する

ＣＯ２の削減は経済発展とのバランスの中で
考えるべき

トラックによる貨物輸送を環境に優しい大量
輸送が可能な海運又は鉄道に転換する

技術革新の中で解決していけば、あまり意識
する必要はない

その他

（％）

67.0

18.9

18.3

16.4

14.1

11.6

11.2

3.2

0 10 20 30 40 50 60 70

人や自転車が通りやすい道路

近隣の地域や主要施設を便利に結ぶ道路

住宅の近くまで緊急車両が通行できる道路

地域と都心部を速く結ぶ道路

路線バスが利用しやすい道路

最寄りの鉄道駅や駅前広場に連絡する道路

自動車専用道路とスムーズに連絡する道路

その他

（％）
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● 災害に強いまちづくりは、防災マップの作成など地域ぐるみでの減災対策 

■ 災害に強いまちづくりを進める上で必要な取組 

■ 住みよい地域づくりのため、今後参加したい活動 

・災害に強いまちづくりについては、「災害危険箇所や被害予想について、広く市民に情

報を提供する」をはじめ、「避難場所の確保」や「備蓄倉庫の整備」など、ソフト対策

を含めて、災害時における安全な避難を確保するための総合的な取組が求められてい

ます。 

・住みよい地域づくりのため、「公園や歩道の清掃・美化活動」「防災マップの作成や避

難路の確認等の防犯・防災活動」に参加したいと考える人が多くなっています。 

51.7

39.8

37.3

31.4

30.5

27.0

24.9

15.2

1.7

1.5

0 10 20 30 40 50 60 70

災害危険箇所や被害予想について、広く市民
に情報を提供する

避難場所として活用できる公園等の施設づく
りを行う

災害時の食料や毛布等を備蓄する倉庫の整備
を進める

災害時に安全に避難、円滑な救援・復旧復興
ができる道路の整備を進める

浸水被害を防止するため、河川改修とポンプ
場の整備を進める

緊急自動車の通行が困難な狭い道の拡幅を進
める

防災訓練の実施など地域における自主防災力
を高める

雨水を一時的に貯留又は浸透し、流出を抑制
する施設の整備を進める

まちの不燃化を進めるために、マンションや
ビル等への共同での建替えを進める

その他

（％）

49.8

42.7

22.2

19.3

15.9

2.5

0 10 20 30 40 50 60

公園や歩道の清掃・美化活動

防災マップの作成や避難路の確認などの
防犯・防災活動

地域のまちづくりに関する勉強会・協議会

空き家や空き地、耕作放棄地の管理活動

建物の建替え等に備えた住環境のルール
づくり

その他

（％）
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● 市街化調整区域では現状の規制緩和が必要 

・今後の市街化調整区域における土地利用のあり方については、市街化調整区域の居住

者のうち、「現状の規制をなくす」と回答した人は 11％にとどまり、「地域の実情に応

じた土地利用や建築を認める」など現状の規制緩和を求める意見が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域の活力を維持するために必要な施設について、市街化調整区域の居住者は、「日常

生活に必要な店舗・サービス施設」をはじめ、「子育て支援施設」「自己用住宅」「老人

福祉施設」等を求める意見が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ：このグラフは、市街化調整区域の居住者の回答結果を示したものです。 

■ 今後の市街化調整区域における土地利用のあり方 

注 ：このグラフは、市街化調整区域の居住者の回答結果を示したものです。 

■ 市街化調整区域において、地域の活力を維持するために必要な施設 

8.9

12.4

19.5

27.2

10.7

13.6

0.6

7.1

0 10 20 30 40 50

現状の規制を維持する

地縁のない新たな居住者（転入者）を含めた住宅の
建築を認める

転入者の住宅に加え、日常生活に必要な店舗・サー
ビス施設の立地を認める

地域の実情に応じた土地利用や施設の建築を認める

現状の規制をなくす

わからない

その他

無回答

（％）

50.3

32.5

29.6

28.4

24.9

21.9

21.9

18.9

10.7

1.8

1.8

7.1

0 10 20 30 40 50 60 70

日常生活に必要な店舗・サービス施設

保育所など子育て支援施設

新たな居住者のための自己用住宅

老人福祉施設

診療所

デイサービスなど在宅介護施設

田舎暮らしや市民農園など農業体験施設

農産物や特産品の加工・販売施設

レストランや料理店などの飲食店

農業資材や肥料の販売店舗

その他

特にない

（％）


